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One Asia Lawyers Group ラオス事務所 

1. 経緯 

ラオスの商業銀行法は、2006 年に制定され、その後 2018 年と 2023

年に改正されています（詳細はニューズレターをご覧下さい）。

2023 年の改正時に、外国銀行の支店の場合、登録資本金が 3,000 億

キープから 6,000 億キープ以上へ（約 40 億円）増額されています。 

2023 年以前から営業している既存の商業銀行及び外国銀行の支店に

対しては、政府が規定する期日までに増資することが義務づけられ

ていましたが、その期日については、2023 年時点では未定でした。 

 

今回、ラオス政府は、その期日について規定する首相合意（No45 ）を 2025 年 4 月 11

日付で発行しています。同合意の内容は以下のとおりです。 

 

2. 登録資本金の増資期日について 

 

2023 年の商業銀行法改正前から営業している商業銀行及び外国銀行の支店は、2025 年

6 月 2 日から 10 年以内に商業銀行は、登録資本金を 1 兆キープ以上、外国銀行の支店は

6,000 億キープ以上にする必要があります。但し、最初の 5 年以内に増資額の少なくと

も 30％を増資する必要があります（合意第 2 条）。 

 

ただし、ラオス中央銀行が規定する法定準備金の基準に満たない商業銀行及び外国銀行

の支店については、3 年以内に基準を満たすように増資を行い、それと同時に登録資本

金を最低ラインまで引き上げる計画を立てる必要があります（合意第 2 条）。 

 

3. 登録資本金の増資計画について 

 

登録資本金の増資計画は、株主総会又は本社の決裁権限者の承認を得る必要があり、承

認を得た後に、ラオス中央銀行商業銀行管理局へ申請し、最終的な承認を得る必要があ

ります。この一連のプロセスは、同合意が施行されてから 90 日以内に完了させる必要

があります（合意第 3 条）。 

 

４．登録資本金の増資方法および計上方法について 

 

https://oneasia.legal/11634


 

増資方法は、以下の 3 とおりがあります（合意第 4 条）。 

 

(1) 株主または本社が資本を追加投入 

(2)  当期純利益または累積黒字の資本組み入れ 

(3) 自身の債務の資本振替 

(4) 株式増加・株主構成の再編による新株発行（有限会社または公開会社化） 

(5)  その他、ラオス中央銀行が許可する方法 

 

増資分は ラオス中央銀行の専用口座 に送金し、以下のいずれかの方法で資本金として

登録可能です（合意第 5 条）。 

• 方法 A： 

o 増資承認日付の為替レートで キープ建てで計上。 

o 外貨を登録資本金口座に預金可能だが、銀行の資産としては計上しな

い。 

• 方法 B： 

o 増資承認日付の為替レートで キープ相当額の外貨建てで計上。 

o 増資額は為替変動の影響を受けるが、外貨は登録資本金口座に預金可能

（同じく銀行資産には計上しない）。 

 

以 上 

 

〈注記〉 

本資料に関し、以下の点ご了解ください。 

・今後の政府発表や解釈の明確化にともない、本資料は変更となる可能性がございます。 

・本資料の使用によって生じたいかなる損害についても当社は責任を負いません。 

 

「One Asia Lawyers Group」は、アジア全域に展開する日本のクライアントにシームレスで包括的な

リーガルアドバイスを提供するために設立された、独立した法律事務所のネットワークです。One 

Asia Lawyers Group は、日本・ASEAN・南アジア・オセアニア各国にメンバーファームを有し、各国

の法律のスペシャリストで構成され、これら各地域に根差したプラクティカルで、シームレスなリー

ガルサービスを提供しております。 

   One Asia Lawyers Group ラオス事務所においては、日本人専門家 1 名を含む合計 6 名の体制で対応

を行っております。コーポレート、労務、倒産、訴訟等、現地に根付いたサービスを提供しておりま



 

す。各種フォーマットの提供や動画配信（例えば、「ラオスにおける解雇規制とその留意点」等）を

行っております。 

本記事やご相談に関するご照会は以下までお願い致します。 

yuto.yabumoto@oneasia.legal（藪本 雄登） 

satomi.uchino@oneasia.legal （内野 里美） 

藪本 雄登 One Asia Lawyers メコン地域統括  One Asia Lawyers の前身とな

る JBL Mekong グループを 2011 年に設立。メコン地域流域諸国を統括。カンボジ

ア、ラオス、タイ、ミャンマー、ベトナムで数年間の駐在・実務経験を有し、タ

イや CLMV の各国につき、現地弁護士と協働して各種法律調査や進出日系企業に

対する各種サポートを行う。 

内野 里美 弁護士法人 One Asia ラオス事務所  2016 年より One Asia 

Lawyers Group ラオス事務所に駐在。ラオス国内で 15 年以上の実務経験を有する。

ラオス語を駆使し、現地弁護士と協働して各種法律調査や進出日系企業に対して各

種サポートを行う。 

 

 


